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要    旨 

 

    中教審教育課程部会は，来る知識基盤社会においては単に知識を持っているだけではなく，知

識を活用できる「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」といった「生きる力」がますます重

要となってくる，と提言している。このうち知識を活用できる「確かな学力」に注目し，これを

実現するための簿記会計分野の指導法として，大学入試センター試験の問題を導入することを提

案する。 

    キーワード：簿記会計 知識の活用 知識・技能 思考・判断 大学入試センター試験 

 

Ⅰ 主題設定の理由 

 

 平成１１年に改訂され平成１５年度から年次進行で実施している現行の学習指導要領によれば，教科「商

業」の教育内容は，国際化・情報化・サービス化等の経済社会の変化や生徒の多様な進路への対応を図るた

め，「流通ビジネス分野」「国際経済分野」「簿記会計分野」「経営情報分野」の４分野に体系的に分類さ

れた。本県の商業に関する学科を有する高校も，これに合わせて特色ある教育課程を編成した。その特徴と

して，いずれの高校も「簿記」と「情報処理」に関する知識や技能を商業に関する基礎・基本と据えて１年

次で履修させ，その上でビジネスの諸活動を主体的・合理的に行い経済社会の発展に寄与する能力と態度を

育むことを目標に，その他の科目を履修させていることがあげられる。 

 専門科目である商業科目は，中学校を卒業したばかりの新入生にとっては初めて耳にする内容が多い。そ

の様な生徒に興味や関心を持たせるために，商業教育においては古くから資格取得を導入に当たっての目標

として据えてきた。このことは大いなる教育効果をあげてきているところであるが，マイナスの面もある。

それは，あたかも資格（全商主催）を取得することが 終目標であるかのような錯覚を起こしている教師や

生徒が多いことである。資格取得（全商主催）を 終目標として指導することは，残念ながら知識や技能の

習得にとどまり，ビジネスの諸活動を主体的・合理的に行うという当初の目標を達成することにはつながら

ない。ビジネスの諸活動を主体的・合理的に行うためには思考力や判断力を育成することが必要である。 

 本研究では簿記会計分野を取り上げ，習得した知識や技能をいかにして思考力や判断力の育成につなげて

いくか，大学入試センター試験の問題分析を通して考察するものである。 

 

Ⅱ 研究の目標 

 

 大学入試センター試験は高等学校段階における基礎的な学習の達成の程度を判定することを主たる目的と

して作成されている。センター試験科目「簿記・会計」の場合は知識・技能を問う問題だけではなく思考・

判断を問う問題まで出題されており，非常に良問である。これまでの簿記会計分野の指導を見直し，指導の

まとめとして大学入試センター試験の問題を導入することよって，進学対策になることはもちろん，ビジネ

スの諸活動を主体的・合理的に行うという当初の目標を達成することにもつながり，さらには結果的に資格

取得にもつながることになることを提案する。 

 

Ⅲ 研究の実際とその考察 

 

１ 本県商業教育の現状 

(1) 進路状況  



本研究の目標を達成するために，商業に関する学科を３クラス以上有する５校（県立青森商業高等学

校・県立弘前実業高等学校・県立八戸商業高等学校・県立黒石商業高等学校・県立三沢商業高等学校）

を対象に資料１にあるアンケート調査を実施した。 

 アンケートの項目１を集計した結果は表１の通りである。本県は年度によって若干の変動はあるもの

の就職者がおおむね５割，進学者が約４割となっている。このうち進学者について注目すると専門学校

の割合が減少し，四年制大学の割合が増加していることが分かる。ただ，四年制大学といっても国公立

大学の合格者が少なく，ほとんどが私立大学となっていることが特徴である。また，国公私立を問わず

合格者のほとんどが推薦入試によるものであることも特徴である。推薦入試が大半を占めているため，

本研究のサブタイトルとしている大学入試センター試験の受験者は，県全体でも１０名に満たない状況

である。 

 表１ 進路状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 教育課程の特徴 

表２ 科目履修状況       （原則履修科目…ビジネス基礎・課題研究） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  各高校の商業科目履修状況は表２の通りである。各高校とも複数の学科を有しており，学科によって履

修の有無に違いがあるので，履修単位数に「０～３」のように幅が出ている。 

  表２から各高校とも原則履修科目と「簿記」「会計」を商業教育における基礎・基本と据えて力を入れ



ていることが分かる。 

(3) 簿記会計分野の指導の現状 

  専門科目である商業科目は中学校を卒業したばかりの新入生にとっては初めて耳にする内容が多い。そ

のような生徒に興味や関心を持たせるために，商業教育においては古くから資格取得を導入に当たって

の目標として据えてきた。資格試験の代表的なものに「（財）全国商業高等学校協会主催簿記実務検

定」「日本商工会議所主催簿記検定」等がある。 

 ①（財）全国商業高等学校協会主催簿記実務検定 

（財）全国商業高等学校協会は，全国の商業高校や商業科および商業科目を設置し選択履修する高

校を会員として，昭和２３年に設立され，高校の商業教育の充実・振興を図るため，調査・研究，講

習会・研究会の開催，各種検定試験の実施，商業実務（ワ－プロなど）の競技会の開催，奨学事業な

どを行っている団体である。検定試験の内容は，高等学校学習指導要領に示されている内容に準拠し

て出題されており，そのため各問題は断片的であり，教科書の各章（項目）に則している。 
したがって，簿記本来の原理や一連の流れを理解していなくても，それぞれの項目をパターン化し

て解き方をマスターすれば合格できてしまう。このような性質の「（財）全国商業高等学校協会主催

簿記実務検定」の取得を，専門科目を学ぶ動機付けとしてだけではなく，あたかも 終目標のように

指導することは，ビジネスの諸活動を主体的・合理的に行い経済社会の発展に寄与する能力と態度を

育むことにはつながらない。 

 ②日本商工会議所主催簿記検定 

  １級…税理士，公認会計士などの国家試験の登竜門。大学程度の商業簿記，工業簿記，原価計算，会計

学を修得し，財務諸表規則や企業会計に関する法規を理解し，経営管理や経営分析ができる。 
  ２級…高校程度の商業簿記および工業簿記(初歩的な原価計算を含む)を修得している。財務諸表を読む

力がつき，企業の経営状況を把握できる。相手の経営状況もわかるので，株式会社の経営管理

に役立つ。 
  ３級…財務担当者に必須の基本知識が身につき，商店，中小企業の経理事務に役立つ。経理関連書類の

読み取りができ，取引先企業の経営状況を数字から理解できるようになる。営業，管理部門に

必要な知識として評価する企業が増えている。 
  ４級…簿記入門編。小規模小売店の経理に役立つ。勘定科目に仕訳でき，複式簿記の仕組を理解してい

る。 
   この検定試験に合格するためには，それぞれの項目を断片的に理解しているだけでは難しい。ある項

目から関連あるもう一つの項目を推定して問題を解くなど，簿記の原理や一連の流れを総合的に理解

している必要がある。 

  平成１８年度の検定合格状況は表３の通りである。 

 表３ 検定合格状況  

注）日商…日本商工会議所 

 全商…（財）全国商業高等学校協会 

  出題範囲 

  ・日商１級…大学程度 

  ・日商２級，全商１級…高校程度 

  表３から分かるように，全商主催の簿記検定１級と日商主催の簿記検定２級では合格者数に大きな開き

がある。出題範囲が同じであるにもかかわらずこのような結果となることから，本県では全商主催の資

格取得を目標に簿記会計分野の指導が行われていることがうかがわれる。 

 

２ 商業教育の展望 

(1) 商業教育の内容の変遷 

図１ 経済社会の動向 

  商業教育の内容の変遷は，産業教育担当指導主事連絡協議会で配布された文部科学省初等中等教育局 

復興 農業社会 工業社会 サービス社会 知識基盤社会 

昭和２０年 昭和２５年 昭和４５年 平成２年 平成２２年 

第一の教育改革 第二の教育改革 第三の教育改革 



視学官 吉野弘一 氏が作成した資料を整理すると表４～表６のようにまとめることができる。学習指導

要領は昭和２２年に試案が示され，これまで７度の改訂を経て平成２０年度には８度目の改訂が行われ

ようとしている。視学官は経済社会の流れを図１のように捉え，学習指導要領の変遷は経済社会の動向

と密接に関係しているとし，戦後から現在に至るまで約２０年毎に教育改革が行われているとしている。 

表４ 第一の教育改革（経済成長期） 

背景 

人材需要の増大 

所得水準の向上 

教育に対する国民の熱意 

一般方針 国家および社会の有意な形成者として必要な資質の育成を図る 

教育の目標 画一・平等で受身の教育 

商業教育の内容 

昭和２０年代（１４科目） 

 商業に従事する者，商業を自己の職業とする者を対象 

昭和３０年代（２０科目） 

 広く各種の産業界における経営管理，販売，文書などの管理技術者の育成 

昭和４０年代（３６科目） 

 産業における商事活動，事務及び経営管理者の育成 

 表５ 第二の教育改革（経済安定～停滞期） 

背景 

知識詰め込み型教育の弊害 

受験競争の低年齢化 

いじめ・不登校の頻発 

都市化，核家族化を背景とした家庭の教育力の低下 

一般方針 生徒の個性や能力に応じた教育と，ゆとりある充実した学校生活の実現 

教育目標 

ゆとりある充実した学校生活 

自ら学ぶ意欲の育成 

個性を生かす教育 

商業教育の内容 

昭和５０年代（１８科目） 

国民経済における流通部門に関わる人材の育成 

平成元年（２１科目） 

経済社会における流通や経営活動に関わる人材の育成 

平成１１年（１７科目） 

経済社会におけるビジネスの諸活動に関わる人材の育成 

 表６ 第三の教育改革（経済成熟期） 

背景 

児童生徒数の減少 

自然体験等の不足 

フリーター・ニートの増加 

一般方針 

個人の価値の尊重，正義と責任，公共の精神，生命や自然を尊重する態度，

伝統や文化を尊重し，我が国と郷土を愛するとともに，国際社会の平和と発

展に寄与する態度を養う 

教育目標 

「生きる力」という理念の共有 

基礎的・基本的な知識・技能の習得 

思考力・判断力・表現力等の育成 

確かな学力を確立するために必要な授業時数の確保 

学習意欲の向上や学習習慣の確立 

豊かな心や健やかな体の育成のための指導の充実 

商業教育の内容 

実践的職業人の育成 

専門的職業人の育成 

創造的職業人（起業家）の育成 

地域産業の担い手の育成 



(2) 簿記会計分野の指導の在り方 

  (1)で見たように，これからの経済社会は知識基盤社会へと移行し，成熟期を迎える。知識基盤社会と

は新しい知識・情報・技術が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍

的に重要性を増す社会のことである。中教審教育課程部会は「これまでの審議のまとめ」で，そのよう

な時代に対応するためには単に知識を持っているだけではなく，知識を活用できる「確かな学力」「豊

かな心」や「健やかな体」といった「生きる力」が今後ますます重要になってくるとしている。 

  簿記会計分野の指導の現状は，前述した通り目先の資格取得（全商主催）にこだわるあまり知識や技能

の習得にとどまっており，ほとんどの場合，知識を活用するような指導には至っていない。これまでの

指導法を見直し，知識や技能の活用など思考力や判断力を育成することは，同時に知識や技能の定着に

も結びつくものと考えられる。 

  簿記会計分野における思考力や判断力の育成を図る指導として考えられる方法を示してみる。 

  ①科目「総合実践」による指導 

    「総合実践」は，商業の各分野で学んだ基礎的・基本的な知識と技能を実践的な活動を通して総合

的に習得させ，ビジネスの諸活動を主体的・合理的に行う能力と態度を育てることを目標としている

科目である。この科目を履修することによって，１・２年次に履修した科目「簿記」「会計」の知識

や技能を活用することとなり，習得した知識や技能の定着につながる。このように「総合実践」は重

要な役割を果たしているが，「簿記」「会計」「総合実践」はそれぞれ別の科目であり，簿記会計分

野の中での指導とは異なる。 

  ②インターンシップ等の体験を通した指導 

    国立教育政策研究所生徒指導研究センターの調査結果（平成１７年５月１６日）によれば，商業に

関する学科においてはインターンシップを７２．４％実施している。ちなみに普通科では２９．７％

しか実施されていない。商業に関する学科はビジネスの諸活動を主体的・合理的に行い経済社会の発

展に寄与する能力と態度を育むことを目標としているので，インターンシップのような実務体験は大

変重要なことである。前述した本県の５校も当然実施している。習得した簿記会計の知識や技能を実

務で活用することができれば，思考力や判断力の育成を図るためにはかなり有効である。しかし，残

念なことに簿記会計に関する体験は極端に少ない。これは，企業にとって会計情報は非常に重要なも

のであり，簡単には部外者に見せられないことが原因であると考えられる。この方法も簿記会計分野

の中での指導とは異なる。 

  ③大学入試センター試験問題を取り入れた指導 

    大学入試センター試験は高校段階における基礎的な学習の達成の程度を判定することを主たる目的

として作成されている。センター試験科目「簿記・会計」の場合は知識・技能を問う問題だけではな

く，ある項目から関連あるもう一つの項目を推定して問題を解くなど，思考・判断を問う問題まで出

題されており，簿記の原理や一連の流れを総合的に理解している必要がある。一通り簿記会計の指導

を終えた段階で，この問題を取り入れることによって，項目ごとの知識や技能を複数活用しなければ

解けないことを実感させることができる。必要があれば，該当項目までフィードバックしながら知識

や技能の定着を図り，思考力や判断力を育成していくことが可能であると考える。この方法は簿記会

計分野の中での指導といえる。 
  以上３つの方法を示してきたが，次に簿記会計分野の中での指導法を考察していくことから，大学入試

センター試験問題を取り入れた指導に着目し，その問題分析・取得資格との相関関係を明らかにして，

この指導の効果について論述したい。 

 

３ 大学入試センター試験科目「簿記・会計」と取得資格との相関関係 

(1) 大学入試センター試験科目「簿記・会計」の導入状況 

表７ 国立大学の入試状況 

 大学数 割合 

大学入試センター試験で科目「簿記・会計」を取り入れている大学 ８０ ９６．４％

推薦入試実施大学 ７２ ８６．７％

商業に関する学科に対して何らかの配慮をしている大学 ２７ ３２．５％

  全国の国立大学における大学入試センター試験科目「簿記・会計」の導入状況・推薦入試の有無・商



注） 日商２級…日本商工会議所主催簿記検定２級 

全商１級…全国商業高等学校協会主催簿記実務検定１級 

業に関する学科の配慮事項等について，各大学のホームページに掲載されている入試要項を基に調査を

試みた。その結果は資料２の通りである。これをまとめたものが表７であり，ほとんどの大学で「数学

Ⅱ」の代替科目として「簿記・会計」が取り入れられている。また，大学によっては商業に関する学科

の特別枠を設けて，推薦入試や受験科目を１教科２科目等に限定するなどの配慮もみられる。 

(2) 大学入試センター試験科目「簿記・会計」の問題分析 

  大学入試センター試験科目「簿記・会計」は，｢簿記｣及び｢会計｣を総合した出題範囲とし，｢会計｣につ

いては，会計の基礎，貸借対照表，損益計算書，財務諸表の活用の４項目の内容のうち，会計の基礎を

出題する，としている。過去３年間の問題を次の①～③の観点で分析したものが資料３である。なお，

大学入試センター試験「簿記･会計」の科目名は平成１７年までが「簿記」，平成１８年以降は「簿記・

会計」となった。 

 ①思考・判断…基礎的・基本的な知識や技能の活用または複数の知識や技能の組み合せによって解く問題 

 ②技能・表現…ビジネスの諸活動を計数的に表現するなどの簿記会計に関する技能を問う問題 

 ③知識・理解…簿記会計に関する基礎的・基本的な知識を問う問題 

表８ センター試験科目「簿記・会計」の試験結果の概要と問題分析 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３を整理し，公表されている試験結果の概要と合わせて記載したものが表８である。表８からわ

かるように平均点は５５点前後，標準偏差も毎年１８点前半であり，問題の難易度はほぼ同じといえる。

ただもう少し詳しく分析すると，「思考・判断」を問う割合が多くなるほど平均点は低くなっているこ

とがわかる。 

(3) 大学入試センター試験の得点と取得資格との相関関係 

  資料１のアンケート調査で大学入試センター試験の受験者の取得資格を調査した。残念なことに本県

においては６名分の回答しかなく，相関関係を探るにはあまりにも調査対象数が少ない状態であった。

そこで参考になるデータはないかと調べたところ，富山県立高岡商業高等学校 教諭 山本哲義 氏 他２

名による「大学入試センター試験『簿記・会計』の取り組みについて」という先行研究を見つけること

ができ，それに記載されている資料を参考にすることにした。表９は大学入試センター試験の得点と取

得資格を表したものである。 

 表９ センター試験科目「簿記・会計」の得点と取得資格 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成１７年実施 平成１８年実施 平成１９年実施

受験者数 １，１２０人 １，０７１人 １，２５９人

平均点 ５４．９点 ５６．４点 ５３．４点

高点 ９８点 １００点 １００点

低点 １０点 ８点 ０点

標準偏差 １８．０８点 １８．４９点 １８．３２点

①「思考・判断」を問う問題 ２８点 ２２点 ３５点

②「技能・表現」を問う問題 ４６点 ７０点 ４６点

問
題
分
析③「知識・理解」を問う問題 ２６点 ８点 １９点



  表９から分かるように，全商１級取得者は必ずしも大学入試センター試験の結果が高得点とはいえな

いが，日商２級取得者はおおむね高得点であり相関関係がみられる。 

 

Ⅳ 研究のまとめ 

 

 Ⅲ－２で見たように来る知識基盤社会においては，単に知識を持っているだけではなく，知識を活用で

きる「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」といった「生きる力」がますます重要となってくる。知識

を活用するためには思考力や判断力の育成が必要となり，それができれば「ビジネスの諸活動を主体的・合

理的に行い経済社会の発展に寄与する能力と態度を育む」という商業教育の目標を達成することが可能にな

ると考える。 

 簿記会計分野の指導の現状は，目先の資格取得（全商主催）を 終目標とし，そのため目標の資格を取

得した段階で満足し知識や技能の習得にとどまっている場合が多い。これは言い換えると生徒の能力の伸長

を教師が止めることになりかねないことを意味している。上記の目標を達成する方法として，資格取得（全

商主催）はあくまでも導入に当たっての動機付けとし，指導のまとめとして大学入試センター試験問題を取

り入れることが有効であると考える。 

このような指導をすることによって，思考力や判断力が育まれると同時に習得した知識や技能も定着す

ると考える。その結果，これまで少なかった日商簿記検定２級の合格者が増加し，合格した生徒の中にはさ

らに上級を目指そうとする者も出てくると予想される。 

また，大学入試については，これまで推薦入試による受験が多かったが，一般入試による受験もしやす

くなると思う。Ⅲ－３で見たようにほとんどの大学で「数学Ⅱ」の代替科目として「簿記・会計」を取り入

れている。中には商業に関する特別枠として受験科目を限定している場合もある。一般入試による受験がし

やすくなるということは，志望大学の選択肢が増えることとなり，選択肢が増えることは，真に進学したい

大学を選ぶことが可能となり，高校で学んだ専門性をさらに深化させ，将来のスペシャリストの誕生につな

がっていくと考える。 

後に，これらを実現するためには，指導する立場である我々教師が考え方を改め，指導力向上のため

の研修に励まなければならないことは言うまでもないことである。 
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＜資料２＞ 国立大学の入試状況 



 



 



＜資料３＞ 大学入試センター試験科目「簿記・会計」の問題分析 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 


